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研究成果の概要（和文）：本研究では、理論的には、寡占企業の均衡における川上、川下企業の研究開発の効果
を考察し、研究開発が産業構造に深く関係することを明らかにしている。
また、政府の研究開発促進政策の中では都道府県の研究開発助成が企業の生産性の向上に効果がある他に、他の
政府の助成金との相乗効果、そして他県の経済活動との間にスピル、オーバー効果があることが検証された。
さらに、本研究では、ワインとラベルがランダムに組み合わされたものと、実際に販売されているワインとラベ
ルの組み合わせをを被験者に試飲して、評価してもらう実験によって、ブランドのシグナル効果を実験的に検証
した。

研究成果の概要（英文）：This study considers the effects of R & D on upstream and downstream 
companies in the equilibrium of oligopolistic firms, and finds that R & D affects the industrial 
structure.
In addition, we find that prefectural R & D subsidies are effective in improving corporate 
productivity, and those effects are enhanced by other government subsidies, and have spillover 
effects on the economic activities of other prefectures. 
Furthermore, in this study, we investigated the signaling effect of the wine brand by conducting an 
experiment in which subjects were asked to taste a random combination of wine and label and a 
combination of wine and label that was actually sold. 

研究分野： 産業組織論、マーケティング論

キーワード： 知的財産　研究開発　ブランド
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、知的財産はパテントだけではなく、消費者情報、商標、ブランド等も含まれる概念である。よって、本研
究でも知的財産に関して多様な分析を行い、その特徴を研究した。理論的結果から、知的財産が産業構造をより
寡占的にさせる懸念が指摘され、また政府の研究促進政策が正の効果を持つことなど、政策的インプリケーショ
ンが得られた。また、ラベルと中身の組み合わせという新しいブランドの概念も提唱され、有名ブランドが中身
の高評価につながらない興味深い結果が得られた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景
　　本研究では、知的財産所有権の経済問題を広く捉え、研究開発と産業構造との関係性、研究開発と特許
との関係、そしてブランドの効果等の研究を理論的、そして実証的に行った。
２．研究の目的
１）同じ自動車産業において、日本と欧米では川上、川下企業の垂直統合関係が異なっている。日本も欧米
企業も類似製品を生産し、同じ市場で販売しているので、需要、供給における違いによっては説明できない。
本研究では、これらの垂直統合関係の相違を企業の研究開発の違いにより説明することを目的とする。
２）近年日本では、他国と比較した場合の相対的な企業の生産性、そして研究開発費の低下が著しい。他方、
厳しい財政状況の中で、他国のような豊富な政府の財政支援が望めない。よって、効率的な研究支援が必要
である。本研究ではより効率的な研究助成政策を求めるために、詳細な企業データをもとにした政府の研究
開発助成の企業の生産性に対する効果を分析することが目的である。
３）従来のブランド研究では、シグナリング理論等のブランドと製品との関係に関する理論的研究は多くあ
るが、実証研究での成果は限られている。これらの実証研究における困難な点は、現実ではブランドと製品
の組み合わせは企業が内生的に行っており、それに関する外生的な変化の事例は限られていることである。
本研究はブランドと製品を実験的に組み合わせ、それをもとにした新しい方法でブランドと製品との関係を
調べることが目的である。
３．研究の方法
１）本研究では、研究開発行動を含めた寡占モデルの均衡を、異なる川上、川下企業の統合関係ごとに分析
し、そのために寡占企業の非協力均衡理論のフレームワークを用いた。
２）本研究では、政府の研究開発援助のデータ、そして企業レベルのデータを統合する作業を行い、その合
成されたデータにおいて、パネル・データの手法、そして近年著しく進歩した生産性の推定方法を用いて分
析を行った。より具体的には、本研究では帝国データバンクに登録されている企業から詳細な生産投入財、
産出量等のデータを入手した他に、それらの登録企業からランダムに抽出したサンプルに、研究開発援助に
関する詳細な追加的サーベイ調査を行った。生産関数の推定の分野では、企業が投入財を利潤を最大化する
ように内生的に決定することにより、生産性ショックと投入財との間に相関関係が生じ、それが生産関数の
推定にバイアスをもたらすことが問題となってきた。通常では、以上のような内生問題に対処するためには
操作変数を用いるが、適切な操作変数を見つけることは、生産関数の推定に関しては難しい。よって、本研
究は Olley and Pakes (1996) によって提唱され、 Levinsohn and Petrin (2003) によってさらに発展した代理変数
法を用いた。 本研究では Levinsohn and Petrin (2003) に従い、中間投入財を生産性ショックの代理変数とし、
生産関数を推定する。
　　もう一つの懸念される問題は、研究開発援助が、平均的に生産性の高い企業が更に高い生産性を獲得す
るために提供される場合、または逆に、平均的に生産性の低い企業が生産性向上のために優先的に援助を獲
得する場合、生産性と研究開発援助が相関関係を持つために政策効果の推定にバイアスが生じることである。
以上のような政策効果の推定バイアスを完全に除去するためには適切な操作変数が必要であるが、そのよう
な操作変数が提供される疑似実験的な状況を見つけることは困難である。よって、本研究では研究開発援助
のタイミングは外生的であると仮定し、特定企業の政策の実行期間前後の生産性の変化を政策効果と考える。
そのような仮定のもとに、固定効果モテルを用いると、政策効果による生産性の変化が識別、推定され、そ
れぞれの企業に特有の観測されざる特殊性がもたらす内生問題が除去された推定結果が得られる。
３）本研究では、ブランドを製品とラベルの組み合わせとして考える新しいブランド戦略の定義を提唱し、
それに基づいた実証的研究を行った。従来のワインの試飲実験では、Allison and Uhl (1964)によって始めら
れたように、ラベルのついた市販の瓶に入ったワインと、ラベルのない、規格が同じ容器に入ったワインを
消費者に評価してもらい、その評価の違いをもとにブランドの役割を分析した。本研究では、Allison and 

Uhl (1964)の手法を更に発展させたブランド研究の実験方法を提唱し、それに従った実験を行った。その実
験では、被験者はブランドと製品とをランダムに組み合わせたワインの、ラベルと外見の評価、そして試飲
の後に香りと味の評価を行う。本研究では、ブランドを製品とラベルの組み合わせとして考える新しいブラ



ンド戦略の定義を提唱し、それに基づいた実証的研究を行う。そのために、ワインとラベルをランダムに組
み合わせた、ブランド戦略が全く無い架空の製品を実験的に作り出し、それと実際の販売されているワイン
とラベルの組み合わせの評価とを比較することによって、ワインのブランド戦略の効果を実験的に計測する。

４．研究成果
１） 寡占企業のモデルにおける川上、川下企業の研究開発の効果を考察し、研究開発が産業構造にも深く
関係することを明らかにしている。
この研究成果は、論文：”Organizational structure and technological investment, “ として Journal of Industrial 

Economics に掲載された。
２） 政府の研究開発促進政策の中では都道府県の研究開発助成が企業の生産性の向上に最も効果がある他
に、他の政府の助成金との相乗効果があることがわかった。さらに、政府の研究開発助成政策は周辺地域の
企業の取引関係の多様化を促進するスピル・オーバー効果もあることが検証された。このような結果には重
要なポリシー・インプリケーションがある。つまり、企業の実態を把握している地方政府の研究開発助成が
最も適切に配分されるので、中央政府は独自に助成を行うのではなく、そのような地方政府の政策努力をさ
らに補完する方がより政策効果が得られることがわかった。さらに、ある地域での研究助成は、周辺地域の
企業の取引関係の多様化にも貢献している。このように、政策効果の該当地域を超えたスピル・オーバー効
果がある場合は、地方政府が管轄地域における政策効果のみを考慮に入れ助成を行った場合、それが社会全
体の最適額よりも低くなることが知られている。よって、中央政府の補完効果、そして研究助成のスピル・
オーバー効果の両者をも適切に考慮した研究助成の最適なミックスに関する研究が今後望まれる。
　　以上の研究成果は、論文”Effects of multilevel policy mix of public R&D subsidies: Empirical evidence from 

Japanese local SMEs”として国際学術雑誌 Science and Public Policy に掲載され、さらに、論文”What shapes 

local innovation policies? Evidence from Japanese cities,” として国際学術雑誌Administrative Sciences に掲載され
た。
３）本研究では、ブランドを製品とラベルの組み合わせとして考える新しいブランド戦略の定義を提唱し、
それに基づいた実証的研究を行った。本研究では、従来の試飲実験とは異なり、ワインとラベルがランダム
に組み合わせられたものと、実際に販売されているワインとラベルの組み合わせを別々に試飲してもらう実
験を行うことによって、ブランドのシグナル効果をワインの試飲実験によって検証した。ワインとラベルを
ランダムに組み合わせることによって、ブランド戦略が全く無い架空の製品を実験的に作り出し、それと実
際に販売されているワインとラベルの組み合わせの評価とを比較することによって、ワインのブランド戦略
の効果を実験的に計測することを行った。試飲実験の結果、ワインとラベルがランダムに組み合わせてある
ワインの試飲の評価は、ラベルの高級感と正の関係であることが検証された。その結果からわかることは、
ワインとラベルの関係は無いので、試飲後では、消費者は修正後にラベルの高級感とワインの評価との関係
を事前期待よりゼロの方向に修正するように学習する。よって、検証された正の関係から、消費者が事前に
予想しているラベルの高級感とワインの評価との間の関係は正であることがわかる。その反面、実際に販売
されているワインでは、ラベルの高級感と液体の評価が負の関係にあった。つまり、消費者は事前には高級
感のあるラベルのワインは品質が良いと考えるが、実際にはその関係は逆であるという結果が得られた。
　　情報の非対称性のもとでのシグナル理論における均衡では、ラベルが品質のシグナルとして機能してい
るためには、ラベルの高級感と中身の品質との関係の事前期待と実際の関係の符号は一致していなければな
らない。よって、以上の実験では、情報の非対称性のもとではラベルの高級感が中身の品質の良さを表すと
いう宣伝広告のシグナル理論とは整合的ではない結果が得られた。考えられる理由の一つは、企業が高級な
ラベルの瓶の中に、質の低いワインを入れていることである。しかし、それでは被験者が、市販のワインを、
ラベルと液体がランダムに組み合わせられたワインより高く評価していることと整合的ではない。そこで, 

その理由として、ブランドのマーケティング上の制約を考察する。つまり、ワインの高級感を出すことと、
ワインの個性を消費者にアピールすることは代替関係にあることがより結果を説明できることがわかった。
　　この研究は、三菱経済研究所出版の著書：”消費者行動の理論と実証”、の一部に掲載された。
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